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⑲　はじめに

　高校での情報リテラシー科目として普通教科「情報」が導入される。その内容は「情報

活用の実践力一「情報の科学的理解」「情報社会に参画する態度」の3点に集約されるもの

である。また大学入学以前に「総合的学習」で環境間題をテーマに取り組む生徒も多くい

る。ところで大学での特殊会計分野として環境会計が進展しつつある。従来，大学におけ

る環境会計の理論は，応用論点として独立した講義科目として扱われてきた。そこで新し

い授菜方法の可能性を持つ領域として環境会計に着眼し，環境への問題意識を持ち，かつ

情報基礎能力を有する大学入学者に対する新たな意義を検討した。木稿は，高校における

普通教科r情報」を基礎に，大学での継続した発展的教育内容として，環境会計について

検討したものである。

1．高校での情報リテラシー教育

　（1）高校での情報リテラシー

　高等学校で平成15年度より施行される教科に教科「情報」がある。専門教科以外に，普

通教科「情報」は必履修教科として位置付けられた。この教科の目標は「情報及び情報披

術を活用するための知識と技能の修得を通して，情報に関する科学的な見方や考え方を養

うとともに，社会の中で情報及び情報技術が果たしている役割や影響を理解させ，情報化

の進展に主体的に対応できる能力と態度を育てる。」というものである。この指導内容のね

らいは「情報活用の実践力」「情報の科学的理解」「情報社会に参画する態度」の3点に集

約できる。また「情報A」，「情報B」，「情報C」の3科目から構成され，情報教育分野と

しては非常に広範な領域に及んでいる。その広範さを考えると，実際の指導で教科「情報」

を，情報教育の中核的な位置づけで考えた方が妥当と思う。ところで現行の規定では，情

報科の時間は高校で2単位程度しか確保されない。その時間内で現在の学習到達目標の情
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報教育を行うのは不可能に近い。そこで情報科と他教科の関連で教育内容に工夫を加える

余地が大きいと考えられる。高校では一膚報科と他教科との含科や，総合的学習との連繋に

も配慮する必要があるものと考える。

　（2）大学教育での発展と会計教育

　今後の大学入学者には，高等学校での教科「情報一の導入に伴い，基本的な情報リテラ

シー教育（小，中学校での学習経験を加え）は，一応の水準が期待できる。大学における

リテラシー教育も，それに対応し新しい内容が要求され，情報教育のあり方や新たな授業

内容の開発が求められている。

　この点情報関連科目以外でも，積極的な情報活用能力を活かした新しい授業方法が求め

られている。会計関係科目も例外ではない。コンピュータ会計以外でも，決算資料収集で

のインターネット利用や原価計算手法でのコンピュータの利用など，情報技術を活用する

機会は少なくない。

2．環境間題と総合的学習

　（1）総合的な学習

　近年，学校教育において「総合的学習」が導入されている。いくつかのテーマに沿って

生徒自身が，自ずからの視点で自主的に学ぶ姿勢が問う内容となっている。事例で多く扱

われるものには「福祉」，「情報」，「国際協力」等があり，「環境」も大きなテーマとなって

いる。大学入学段階で，このような総含的学習での環境問題に取り組んだ学生も多くなる

ものと予想される。また「総合的学習」には各人の強い問題意識が求められている。

　（2）環境問題と環境会計

　大学教育での会計学関係科目として，環境問題に対応した環境会計が新しい分野として

形成されている。環境会計は，環境に関連する情報（環境に関する活動状況や環境に与え

た影響等）を認識・測定し，情報として企業内外の利害関係者等に伝達するような一連の

行為ととらえることができる。環境省の「環境会計システムの導入のためのガイドライン

（2000年版）」公表を契機に，急速に企業実践が拡大している。

　また財務会計と環境会計の体系は異なっている。財務会計は資本の運動増殖過程の表現

および利益算定が主眼となり，主として金額データという定量データが中心となる体系で

ある。環境会計では物量情報や定性的情報も扱い，利益算出が最終目的ではない。実際に
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は環境会計でも環境保全コストのように金額情報も扱い，そのデータは既存の財務会計シ

ステムから引き出すことが中心である。

　環境会計の学習は，一般的な会計理論の学習が一一応身に付いている段階での，応用的な

論点として特殊会計分野と位置づけられている。なお大学教育では，一般に専門課程での

履修が予定されている。

3．環境会計と教科r情報」

　（1）外部環境会計と財務会計

　環境会計は内部管理目的の内部環境会計と，外部利害関係者への報告を目的とした外部

環境会計に分類される。さらに外部環境会計は貨幣単位で費用対効果を測定・評価する経

済効果対比するものと，物量単位（エネルギー消費量や汚染物質排出量など）で測定・評

価する環境保全効果を示すもの構成される。外部環境会計では，主に財務報告書や環境報

告書による報告が為される。また環境報告書は環境に関する情報を独立した報告書として

作成されるとが多い。

　外部環境会計は会計理論からみると，財務会計（および制度会計）に位置づけられる。そ

こで財務会計理論の学習を経た学習者は，財務会計と対比して環境会討を捉えることとな

る。この点では環境会計の理解に加え，財務会計理論の学習を深めるにも大きな効果があ

るものと考えられる。

　（2）教科「情報」の学習を支援する環境会計

　大学では，一方，情報リテラシー科目の学習を経て，また環境問題での総含的学習を体

験した学生が入学している。他方，関係分野に進んだ場合には新しい理論分野として環境

会計がある。これらを結びつけた学習内容は，新しい情報社会に対応した人材育成にとっ

て意義あるものと思う。

　環境会計においては対象期間，集計範囲等通常の会討理論の論点に加え，環境保全コス

トの算定基準，環境保全効果の算定基準，環境保全対策に伴う経済効果算定基準等の理解

が必要となる。それらには物量基準もあり，生産管理での知識を必要とするものも少なく

ない。環境問題に関する知識や，調査についての体験ある者にとって学習の助けとなる。

一方，会計理論も未成熟であり，企業実践の推移に依存する部分が多い。そのため環境会

計に関する資料収集は継続的に行う必要があり，この点，WEB（WWW）上の環境報告書
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　大学での

環境会計の学習

情報技術

研究課題　　　環境問題

総合学習

教科r情報」

の継続的なチェック等が利用できる。教科「情報」での情報リテラシーの基礎能力に加え，

メディアリテラシー教育や，大学入学後の情報教育を経た，情報技術活用の実践力が有意

義になる。

　たとえば環境会計学習の場で，学習を進めてゆく上で，情報機器を利用し，資料収集を

行い，情報メディアによって必要な形に処理しておく。それを新しい一庸報と関連づけて，

マルチメディアを活用して訴求力のある研究報告書を作成するような方法も考えられる。

⑲　おわりに

　環境会計は現時点でも，概念整理や具体的な把握手法がまだ確立しておらず，企業実践

を待ちながら，様々な視点から研究が行われている。このような新しい分野は教育上の工

夫の可能性も大きく，今後様々な授業方法が登場するものと考えられる。大学教育の中で

も，個々の学生が過去の学習した体験一特に身近な地域での調査体験やフィールド体験一

を基礎に，高等学校から継続したより発展的・創造的な授業方法が可能ではないだろうか。

教授者としては，このような会計理論の学習指導の試みも意義あるものと思う。今後も会

計関係科目に関する新しい授業方法について，検討をすすめてゆきたい。
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